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Ryukoku 
CrimRC	
龍谷大学 

犯罪学研究センター 

犯罪と人間　Crime and Humanity  

•  司法心理学　Forensic psychology 
•  治療法学　Therapeutic jurisprudence 
•  矯正宗教学　Correctional religious studies 

犯罪と社会　Crime and Society 

•  犯罪社会学　Sociological criminology 
•  司法福祉　Socio-legal studies 
•  法教育・法情報　Legal education 

犯罪と科学　Crime and Science 

•  政策評価　Policy evaluation 
•  意識調査　Survey Research 
•  科学鑑定　Forensic methodologies 

公募研究　Public Offering Research 
•  ヘイト・クライム　Hate Crime　 
•  性犯罪　Sexual Crime 
•  保育と非行予防　Child Care and Delinquency 
•  ギャンブル障害　Gambling addiction 
•  対話的コミュニケーション　Dialogical 
communication 

研究部門 

龍谷大学 
矯正・保護総合センター 

 (RCRC) 

関連組織 

Information	
なりたち 

Research Unit	
研究ユニット体制 

　龍谷大学 犯罪学研究センター（Criminology Research 
Center: CrimRC）は、2016年6月に発足し、同年11月に文部
科学省私立大学研究ブランディング事業に採択された。5年間の
事業期間にわたり、センターの取り組みを通じ、犯罪予防と対人
支援を基軸とする「龍谷・犯罪学」を構築し、日本国内だけでな
く、広く世界に海外にアピールすることを目的に研究活動を展開
している。 
　「犯罪学」（英：Criminology）とは、犯罪にかかわる事項を
科学的に解明し、犯罪対策に資することを目的とする学問。実証
的な犯罪学研究は19世紀後半のヨーロッパで始まり、現在、欧
米諸国の総合大学では「犯罪学部」として学問・研究分野が確立
されている。そうした中で、統計的にも世界の中で最も犯罪の認
知件数が少なく、安心・安全とされる日本社会における犯罪をと
りまく司法制度や刑事政策は、世界からも注目を集めている。 
　そこで、当センターでは、犯罪現象を人間科学、社会科学、自
然科学の観点から明らかにし、対人支援に基づく合理的な犯罪対
策の構築を目標としている。 

Shall we do 

Criminology? 

世界で最も安心・安全な国のひとつ、 
日本から対人支援の視点にもとづく 

犯罪学研究を展開・発信 

教育部門 

国際部門 



世界が注目する日本の犯罪学 
～エビデンスにもとづく研究と共生社会に向けて～ 

Theme	

　戦後、長い間、日本は世界一の治安を誇っていたが、1990年代に入り、いわゆるバブル経済
が崩壊し、日本の治安に関しても疑問を投げかける声が多く聞かれるようになった。 
　しかし、本当に日本で犯罪が増加したのだろうか？統計調査など科学的な観点から犯罪をみ
ると、日本特有の社会背景が浮かび上がってくる。 
　「人にやさしい犯罪学」を掲げるCrimRCでは、エビデンスに基づく研究と対人支援の観点
からの犯罪者の処遇、そして共生社会を目指した真の意味での犯罪対策の在り方を探っている。 

Why Evidence?	
エビデンスにもとづく研究の観点から 

1.  認知件数等の警察統計は「業務統計」の一種で、警察活
動という系統誤差の影響を受けやすい弱点がある。 

2.  一般的に警察が認知（犯罪として受理しない犯罪）を、
表に出てこない数字という意味で「暗数」という。 

3.  政策決定の基礎資料となる公式統計は、系統誤差の影響
を取り除き、統計学的に妥当性・信頼性が担保された
「調査統計」が望ましい。 

（出典：平成２８年版 犯罪白書 第2編/第1章「2-1-1図　刑事司法手続の流れ」） 

•  刑事司法手続きの流れの中で、各行政機関（警察庁・検
察庁・法務省）がバラバラに統計をとっている。 

•  検察で新規受理された約111万人のうち、実際に刑務所
に送致される入所受刑者は2万人（2％）と極めて少ない。 

（出典：平成２８年版 犯罪白書 第1編/第1章/第1節「1-1-1-1図　刑法犯 認知件数・検挙人員・検
挙率の推移」）	

•  犯罪統計としての認知件数等の最大の弱点は、それが警
察の活動方針の影響（系統誤差）を受けやすい点にある。 

•  あくまでも「警察が受理した件数＝検挙数」であるため、
検挙率＝犯人が捕まったかどうかを示す数字ではない。 

検挙率の低下＝治安の悪化ではない 

Type Feature 
全数による調査
統計 

国勢調査のような全数調査による調査統計 

標本による調査
統計 

家計調査のような標本（サンプリング）による調査統計 
*統計学の理論に従った標本調査によって測定することで、
系統誤差の影響を取り除いた偶然誤差だけの統計を作り出
すことができる。 

業務統計 貿易統計のように行政機関が業務上処理した記録から作成
される業務統計。警察の認知件数、検挙件数や検挙率と
いった統計は業務統計に該当する。 

社会現象の研究で頻用される公式統計の3タイプ 

•  発生件数：実際に起きた犯罪の数 
•  認知件数：警察に届け出があり、犯罪とし
て受理された件数 

•  検挙件数：警察において特定人物を刑法犯
として検挙した件数。 

•  検挙率：（検挙件数／認知件数）✕100 
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グローバルな視点で実践 
国際標本調査プロジェクトの成果 

　犯罪に関する統計としては、統計学の理論を用いて犯罪発生
率を推測する「犯罪被害調査（暗数調査）」が存在する。この
調査は、警察等に認知されていない犯罪件数（暗数）を含め、
犯罪が実際にどのくらい発生しているかという状態を調査した
ものである。 
　日本では2000年から法務省が、「国際犯罪被害調査」に参加
する形で、4年ごとに「犯罪被害実態調査」を実施している。そ
の結果は「犯罪白書」にも掲載されている。これを見ると、犯
罪認知件数（警察が把握した犯罪の発生数）が急増していた
2000年前後でも、（車上ねらいを除いて）犯罪被害そのものは
減少していたことが確認できる。特に、暴力犯罪や性犯罪につ
いては、この時期、警察への被害通報率の増加が認知件数の増
加につながったと推定することができる。 
　女性への暴力に特化した被害調査として、欧州基本人権庁に
よって2012年に実施された「欧州における女性の幸福と安全に
関する調査」（EU調査）があげられる（※右記）。本ユニットの
メンバーは、2016年に日本においてEU調査と同一の調査を実
施している。 

　本ユニットは、「国際自己申告非行調査（International Self-Report Delinquency 
Study: ISRD）」に日本代表として参加し、本調査の準備と実施を行うことを目的とする。
具体的には、①調査票の翻訳、②リサーチデザインの策定、③各種関連機関との連絡、 
④データ入力等、実査・分析を行う。プロジェクトメンバーには、当該分野における知
識・研究経験が豊富な研究者にくわえ、若手研究者を中心に据えることで、若手研究者へ
の実践的な教育効果や若手研究者自身の国際的視野獲得を見込んでいる。 

Research unit 

意識調査 
Survey Research 

津島 昌弘 本学社会学部教授 
犯罪学研究センター 研究部門長 
「犯罪社会学・意識調査」ユニット長 研究キーワード 

ISRD, International Self-Report Delinquency 
Study, 国際比較調査プロジェクト, 自己申告調査, 
標本調査, 犯罪被害調査, 暗数調査 

Victimization Survey	
犯罪の暗数を推定できる「犯罪被害調査」 

Result 
「女性の日常生活の安全に関する調査」（2016）の調査結果 
「欧州における女性の幸福と安全に関する調査」（2012年）と同一の調査を
2016年11月・12月に近畿地方で実施。2,448人を対象者として抽出し、
741人から回答（回収率30.3%）。 

女性に対する暴力に関する調査で見えたこと 

結果1 

結果2 

•  日本では17％の女性が「身体的な暴力や性的な暴
力を受けたことがある」と回答したのに対して、
EUでは33％の女性が「身体的な暴力や性的な暴
力を受けたことがある」と回答。 

•  日本で、夫や恋人などパートナーから暴力を受け
たと答えた女性53人のうち警察に通報したのは0
人（0％）、パートナー以外から暴力を受けた女
性59人のうち7人（12％）が警察に通報。 

•  EUでは、パートナーから暴力を受けた女性の
14％、パートナー以外から暴力を受けた女性の
13％が被害を警察に通報。 

•  パートナーから受けた暴力について通報した比率
は日本とEUとの間で大きな開きがある。日本で
は「家や身内の恥を知られたくない」と思う文
化・国民性が作用して親密な間柄で起きた暴力は
表に出にくい、と考えられる。 



犯罪防止における科学的エビデンス 
国際研究プロジェクト「キャンベル共同計画」 

キャンベル(C2)ライブラリーは、「社会，心理，教育，犯罪学分
野実験登録データベース (C2-SPECTR)」と，「キャンベル共同
計画介入・政策評価系統的レビュー登録データベース (C2-
RIPE)」 の2つのデータベースから構成される。 
　C2-SPECTRは、3つの主要目標（①無作為化に関する分類・
②扱うトピックの広範さ・③十分な情報を含んだ抄録の有用さ）
を達成するため、新たに見出された実験とアップデートされた様
式の揃った抄録を加えることによって、絶えず強化されている。 

　本ユニットは、エビデンスに基づいた犯罪対策の確立を目指して、2000年に国際研究プ
ロジェクトとして始まったキャンベル共同計画（Campbell Collaboration: C2）と協力し
つつ、政策評価研究を進めることを目的とする。具体的には、キャンベル共同計画が作り
出してきた、犯罪防止や再犯防止といった犯罪学分野における効果的な介入に関する科学
的エビデンス（系統的レビュー）を日本語に翻訳し、電子媒体や紙媒体を通して広く配布
することで、関係する学会・行政・立法府に対して情報提供（エビデンスの普及）を行う。 

Research unit 

政策評価 
Policy evaluation 

浜井 浩一 本学法学部教授 
犯罪学研究センター 国際部門長 
「政策評価」ユニット長 研究キーワード 

エビデンス, 系統的レビュー,  
キャンベル共同計画, Campbell Collaboration, 
国際共同研究プロジェクト, 犯罪防止, 政策評価 

“Campbell Collaboration”	
政策評価に効果的なデータと分析をライブラリー化 

Summary 防犯カメラの監視：犯罪抑止効果【抄録サンプル】 

龍谷大学 犯罪学研究センターHP内で、ライブラリーデータを公開 
https://crimrc.ryukoku.ac.jp/campbell/library/ 
 

防犯カメラの監視：犯罪抑止効果 
(Closed circuit television surveillance: effects on crime) 
https://crimrc.ryukoku.ac.jp/campbell/library/crimejustice.html 


